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主 要 事 業 の 概 要

※分類欄の表記は以下のとおり
Ａ：安全安心・防災対策
Ｂ：産業振興・経済対策
Ｃ：医療・福祉・教育の充実
Ｄ：地域の魅力づくりと賑わい創出

Ⅰ 活力あるしまね
１．ものづくり・ＩＴ産業の振興

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

1 Ｂ しまねのものづくり 369,042 ○ものづくり企業の経営管理・生産管理・ 商工労働部

産業活性化プロジェ 技術力の強化、人材育成、新規取引先の [産業振興課]

クト 開拓、新分野への進出などを支援 [雇用政策課]

①しまねのものづくり高度化支援事業

県内製造業の競争力強化を図るため、

経営管理や技術力の強化を支援

②技術革新支援総合助成事業

企業の技術革新や取引拡大のための試

作開発・技術開発への助成や大学・高

専の技術シーズ活用等への助成

③ものづくり産業中核人材育成支援事業

技術革新や次世代技術に対応できる中

小企業の技術者の養成研修を実施

④戦略的取引先確保推進事業

県内企業の販売力強化を図るため、首

都圏等の県外市場開拓等を支援

⑤ものづくり産業戦略的強化事業

業界や企業グループに対し、国内外の

市場を見据えた経営戦略の構築や戦略

に基づく技術力向上、販路拡大を支援

⑥特殊鋼産業クラスター高度化推進事業

特殊鋼関連産業の成長分野への進出、

発展基盤の強化を支援 【新規】

⑦しまね産学官連携促進支援事業

大学の研究シーズと企業ニーズのマッ

チングを推進

⑧地域産学官共同研究拠点事業

島根先端電子技術研究拠点を活用した

電気電子材料等に関する共同研究や人

材育成等を実施
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

2 Ｂ しまねＩＴ産業振興 150,000 ○より収益性の高い産業構造への転換を目 商工労働部

事業 指し、人材育成、技術力強化や市場開拓 [産業振興課]

支援を行う。

・県内企業が自社固有の製品やサービス

を開発

・顧客企業と一体となってITを活用した

新ビジネスモデルを開発

①ＩＴ人材育成支援事業

OSS、Ruby講座や学生Ruby合宿の開催

等

②パートナー型ビジネス創出支援事業

パートナー企業と一体となった新ビジ

ネスモデル開発を助成 【新規】

③Rubyビジネスモデル創出支援事業

Rubyを活用した先駆的な受託システム

開発を支援

④新技術・サービスモデル開発支援事業

県内IT企業による研究開発、クラウド

対応等、自社固有の最終製品の開発を

支援 【新規】

⑤新ビジネスモデル構築支援事業

県外企業等に派遣し、より高度なＩＴ

スキルの習得や業務ノウハウを取得す

る取組を助成 【新規】

⑥Ruby技術会議開催事業

先進的な利用事例、技術情報を発信す

るための国際的なイベントを開催

⑦Ruby導入促進支援事業

県内市町村等の情報システムにおける

Ruby導入に対する助成

⑧しまねＩＴビジネス拡大支援事業

県内企業の質の高いITサービスの情報

発信など、市場開拓機会の創出に資す

る事業

3 新規 新規投資ファンド造 100,000 ○新分野への進出、既存事業の強化、グロ 商工労働部

成事業 ーバル化への対応、事業承継、企業再編 [産業振興課]

Ｂ 等、企業の様々な資金ニーズに対応する

投資ファンドを造成し、地域経済を牽引

する県内企業の取組を支援

・ファンドテーマ：総合型ファンド

・ファンド規模：10億円程度

（出資者想定；県、県内金融機関等）
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

4 Ｂ 新産業創出プロジェ 285,900 ○県が研究開発した新技術や新素材を活用 商工労働部

クト した事業化の実現、拡大を進めるため企 [産業振興課]

業との共同開発と市場開拓等を推進

①新産業創出プロジェクト推進事業

・新産業創出プロジェクト事業化推進会

議の開催、関係機関との連携、開発技

術の特許化等により、新産業創出プロ

ジェクト全体を推進

・H25年度以降に取り組む新規研究テー

マの検討

②熱制御システム開発プロジェクト

高熱伝導材料について、県内での事業

化を目指す企業との共同研究開発と、

開発材料のさらなる品質の向上に向け

た研究開発及び市場開拓支援を実施

③新エネルギー応用製品開発プロジェク

ト

色素増感太陽電池について、県内での

事業化を目指す企業との共同研究開発

と、さらなる性能の向上に向けた研究

開発及び市場開拓支援を実施

④機能性食品産業化プロジェクト

県内農林水産物を活用した産学官連携

による機能性食品の研究開発と総合販

売、全国規模の展示会への出展等によ

る販路拡大支援を実施

⑤プラズマ熱処理技術開発プロジェクト

プラズマ熱処理技術を活用して事業化

した企業の事業拡大への支援と県内企

業へのさらなる技術移転及び人材育成

を実施

⑥ＩＣＴ技術開発プロジェクト

デジタルコンテンツ開発技術を活用し

た県内外企業の連携による事業展開の

促進と企業誘致に向けた人材育成を実

施
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

5 Ｂ 企業誘致のための各 制度拡充 ○分譲率の低い工業団地への企業立地を促 商工労働部

種助成制度 進するため、立地企業が不動産賃貸業者 [企業立地課]

の整備するオーダーメイド方式の貸工場

へ入居する場合の家賃を助成

対象エリア 分譲率が5割未満かつ立地企業が10社

未満の工業団地

土地の取得または有償リースにより、

補助要件 対象企業 新たに建設する貸工場に立地する企

業

対象業種 製造業、自然科学研究所、知事が特

に認める業種

雇用要件 新規雇用従業員5人以上

補助対象 貸工場の家賃(定額の共益費を含む)

補助金額 補 助 額 家賃×補助率(1/2)

限 度 額 1.5千円/㎡・月

対象期間 ５年間

6 Ｂ 輸出促進支援プロジ 30,000 ○アジアを中心とした成長する海外市場に 商工労働部

ェクト 向けた県内企業の販路拡大、海外市場で [しまねブラ

の競争力強化等の取組を支援 ンド推進課]

①輸出促進支援事業

県内企業等の海外への輸出、販路拡大

に要する経費の補助

［助成率］1/2、限度額100万円

(セミナー、商談会を主催する場合

の限度額は150万円)

［採択方法］企業の計画等を審査会で

審査の上、決定

②県産品海外販路拡大事業

県が戦略商品、国・地域を定め、企業、

専門家と共同で集中的なマーケティン

グ活動を実施
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

7 Ｂ 浜田港ロシア貿易拡 16,350 ○浜田港を起点としたロシア貿易を促進す 商工労働部

大プロジェクト るため、官民一体となってロシア市場の [しまねブラ

開拓を推進 ンド推進課]

①国際ＲＯ／ＲＯ船航路運航安定化対策

・ベースカーゴ確保支援

②ロシアビジネス支援体制の強化

・浜田に新たに開設するサポートデス

ク、ウラジオストクビジネスサポー

トセンターの双方から企業の貿易拡

大を支援

③中央ロシア・シベリア市場開拓支援

・日本建材センターの設置、国際見本

市等への出展支援

8 新規 石州瓦利用促進事業 45,000 ○石州瓦の利用促進のため、石州瓦を使用 商工労働部

する屋根工事を伴う増改築や新築(長期 [産業振興課]

Ｂ 優良住宅)に対して助成

［事業期間］H24～H25

［H24助成件数］約800件

［助成上限額］10万円

［事業主体］石州瓦工業組合

9 Ｂ 建設産業経営革新促 118,848 ○建設産業の経営の多角化・新分野進出な 土 木 部

進事業 どの経営革新に向けた取組を支援 [土木総務課]

【事業内容】 [技術管理課]

・建設産業総合相談事業

・経営力強化アドバイザー派遣事業

・新分野進出支援事業助成金

新分野進出のための初期調査、販路

拡大・事業拡張のための調査費用へ

の助成

［助成率］2/3（上限：700千円）

・新分野進出促進事業補助金

新分野進出、事業拡張のための初期

投資への助成

［助成率］1/3(上限：4,000千円)

など
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Ⅰ 活力あるしまね
２．自然が育む資源を活かした産業の振興

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

10 新規 新規就農総合対策事 361,793 ○農業の担い手を育成・確保するため、自 農林水産部

業 営や雇用就農の増加対策を総合的に展開 [農業経営課]

Ｂ ①就農プランナーによる就農相談や農業

法人等とのマッチング、就農相談会の

開催等

②農業高校と地域の関係機関との連携を

図る専任のコーディネータを配置し、

卒後の就農を支援

③自営就農の継承や半農半Ｘによる新規

就農、新たな雇用を創出する農業法人

等の施設設備整備を支援 【新規】

［助成率］1/3

［助成対象事業費上限額］

・自営就農継承 10,000千円

・半農半Ｘ 3,000千円

・農業法人等 10,000千円

④自営就農等の研修受入先となる農家に

研修経費を助成 【新規】

［助成率］定額 3万円/月・人

⑤45歳未満で就農する者（青年）に対し

て、就農意欲の喚起と就農後の定着を

図るため給付金を交付(国制度）【新規】

・研修期間 150万円/年、最長2年間

・自営就農開始後 150万円/年、5年間

⑥45歳以上65歳未満の新規自営就農者に

対して、定着を図るため給付金を交付

【新規】

75万円/年、2年間

⑦UIターン者(半農半Ｘ又は45歳以上の

自営就農)に対する就農前研修費助成

12万円/月、1年間

⑧UIターン者（半農半Ｘ）に対する就農

後定住定着助成

12万円/月、1年間

⑨雇用就農受入法人に対する国不採択分

の研修経費等助成【外部団体基金活用】

10万円/月、2年間
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

11 Ｂ 新農林水産振興がん 286,000 ○「売れるものづくり・産地づくり」の形 農林水産部

ばる地域応援総合事 成を中心に、地域の農林水産業が抱える [農畜産振興課]

業 課題の解決や改善に向けた提案型の取組

及び雇用就農を促進するための農業法人

等の事業拡大など、地域の主体的で戦略

的な取組を支援

①地域提案型フリープラン方式及びメニ

ュー選択方式により、ソフト及びハー

ド支援

［助成率］ソフト事業 1/2以内

ハード事業 1/3以内

［事業期間］H24～27

②食と農の再生対策として、低コスト化

や高付加価値化の推進、担い手確保に

取り組む場合の施設、機械整備の支援

メニューを拡充

［助成率］1/3以内（ハード事業のみ）

12 新規 将来の農林水産業を 33,400 ○島根の農林水産業を発展させるための将 農林水産部

支える技術開発プロ 来を見据えた先導的な研究開発を実施 ［農林水産総

Ｂ ジェクト ［研究内容］ 務課］

・メロンやブドウ、食用きのこの新品

種開発

・有機栽培支援技術の確立

・宍道湖・中海の環境対策と資源活用

技術の開発

13 Ｂ しまねの元気な郷づ 55,000 ○農林水産品の生産のみならず、農産加工 農林水産部

くり事業 や農家レストランなどの経営の多角化や ［農畜産振興課］

取引拡大により所得・雇用の拡大に率先

して取り組み、産地や地域を牽引する経

営体を支援

［事業期間］H22～24

［助成件数］5経営体（H23事業認定分）

［助成率］

戦略立案・試行経費 1/2以内

施設機械等整備経費 1/3以内
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

14 Ｂ 島根の水田利活用総 32,350 ○農業者戸別所得補償制度の実施にあた 農林水産部

合促進対策事業 り、水田不作付地の解消のため、新規需 ［農畜産振興課］

要米や加工用米の生産・需要拡大の取組

及び水田の多面的な利用を支援

※新規需要米とは、米粉用米・飼料用米・

稲ＷＣＳ(発酵粗飼料)等

①飼料用米需要拡大推進事業

・畜産農家での飼料用米破砕機等整備

［事業主体］ＪＡ、畜産法人等

［助成対象］機械・施設

［助成率］1/3

②新規需要米等拡大条件整備支援事業

・新規需要米等の生産拡大に繋がる施設

等整備

［事業主体］ＪＡ、農業生産法人等

［助成対象］機械・施設

［助成率］1/3

③米粉用米需要拡大推進事業

・学校給食の米粉食材導入実証、商品開

発、セミナー開催等

④水田の多面的利活用確立事業

・新規導入作物の生産・流通・販売の確

立に向けた水田の新たな利活用の提案

事業に支援

［事業主体］担い手組織、市町村、ＪＡ、

ＮＰＯ法人等

［助成対象］実践活動経費

［助成率］1/2

15 Ｂ 企業の農業参入促進 122,250 ○新規農業参入企業が行う試作・研究や機 農林水産部

事業 械・施設整備及び既参入企業が経営拡大 [農業経営課]

するために行う機械・施設整備等を支援

［助成率］ソフト事業 1/2以内

ハード事業 1/3以内

［助成対象事業費上限額］

・新規参入企業 ソフト事業 10百万円

ハード事業 100百万円

・既参入企業 ソフト事業 20百万円

ハード事業 100百万円

［事業期間］H24～26
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

16 Ｂ みんなでつくる「し 70,116 ○しまね農業のブランドイメージを向上さ 農林水産部

まね有機の郷」事業 せるとともに、ＵＩターン者等の受入れ [農畜産振興課]

による担い手育成と定住化を推進するた

め、地域からの企画提案等による有機農

業の取組を支援

①企画提案事業

［事業主体］農業者、消費者団体、

市町村等

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

・チャレンジコース（新規参入や有機

農業への転換等の試行）

・実践コース(本格展開、規模拡大）

②県サポート事業

・ネットワーク会議の開催

・首都圏での商談会や見本市出展

・有機米の実証研究

・ＪＡＳ認証取得支援 など

17 全国和牛能力共進会 20,000 ○H24年10月25～29日に長崎県で開催され 農林水産部

出品対策事業 る第10回全国和牛能力共進会での上位入 [農畜産振興課]

賞を目指し、出品牛の選抜や飼養管理指

導、本選への出場経費等を支援

18 島根県獣医師確保緊 16,800 ○県職員獣医師の安定確保を図るため、修 農林水産部

急対策事業 学資金制度の新規募集期間の1年延長 [食料安全推進

［新規募集期間］H24（既募集H22～H23） 課]

［対 象 者］県職員業務に従事する意欲の

ある獣医系大学生

［募集人員］H24：2人（既決定者12人）

［貸 与 額］月額10万円

［貸与期間］最大６年間

［償還免除］貸与期間の1.5倍の期間、県

の機関で獣医師の業務に従事
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

19 Ｂ 森林整備加速化・林 2,548,992 ○間伐・路網整備、高性能林業機械の導入、農林水産部

業再生事業 木材加工流通施設整備、バイオマス関連 [林 業 課]

施設整備、人材育成等、森林整備から木

材の伐採・搬出・利用までの一体的取組

を支援（国基金事業）

［事業期間］H26まで延長

（既存基金の事業期間：H21～H23）

［H24実施予定］

間伐 2,000ha

路網整備 91,000m

高性能林業機械 11台

木材加工流通施設 7施設

バイオマス関連施設 5施設

林業技能者養成講座開催

など

20 新規 伐れる山林づくり間 60,500 ○森林整備加速化・林業再生事業（国基金 農林水産部

伐促進事業 事業）をより効果的に実施するため、森 [森林整備課]

Ｂ 林所有者の切捨間伐経費に対して助成

［事業主体］森林整備加速化・林業再生

事業を行う間伐実施者

［助成額］ 55千円/ha

21 新規 循環型林業に向けた 97,200 ○利用期を迎えた立木の伐採と再造林を促 農林水産部

原木生産促進事業 進し、循環型林業を確立するため、森林 [林 業 課]

Ｂ 所有者等に対して原木の搬送経費を助成

［事業期間］H24～26

［助成対象者］主伐した後に再造林する

森林所有者

［助成率］定額 500円/㎥

［H24助成見込原木量］189,000㎥
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

22 Ｂ 県産木材を生かした 120,000 ○県産木材を利用した住宅等の新築、増改 農林水産部

木造住宅づくり支援 築及び修繕工事に対し、その経費の一部 [林 業 課]

事業 を助成

［事業期間］H24～25

［H24助成戸数］400戸程度

［助成額］

・新築、増改築

住宅：上限30万円(石州瓦使用は、

別途、10万円を上限に加算)

・修繕

住宅：定額10万円

商店・社会福祉施設：定額20万円

［事業主体］島根県木材協会

23 Ｂ 民間木造建築促進事 47,800 ○住宅に比べて木造率の低い民間建築物に 農林水産部

業 対して、県産木材の利用促進に向けた取 [林 業 課]

組を推進

①民間建築物の木造モデル化への助成

民間木造建築物の普及啓発のため、施

工後には見学会場などにも活用

［建築棟数］H24:5棟（H23～25:30棟）

［助成率］定額 木造化 : 25千円/㎡

木質化 : 10千円/㎡

②中・大型木造建築に精通する建築士の

養成

［養成人数］H24:20名（H23～25:60名）

・設計監理費助成

木造建築物の設計監理に不慣れなた

めの掛かり増し経費を助成

［助成率］木工事費の7．5％以内

・研修会の開催、専門家の派遣

③普及啓発活動

・事例集作成など
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

24 新規 浜田地域水産業構造 33,158 ○浜田地域の水産業を支える沖合底びき網 農林水産部

改革推進事業 漁業について、地域協議会が漁船の長寿 [水 産 課]

Ｂ 命化修繕を通じて行う漁獲物の品質向上

や流通体制改善等の構造改革の取組を推

進するため、浜田市が支援する経費の一

部を助成

［事業期間］H24～29

［事業主体］浜田地域水産業構造改革推

進プロジェクト協議会

［助成率］浜田市の助成額の1/2

［債務負担行為］H25～29

206,842千円

25 Ｂ しまねの魚消費拡大 6,727 ○「しまねの魚」の消費拡大を目指し、消 農林水産部

プロジェクト事業 費者ニーズに対応した競争力のある商品 [水 産 課]

づくり、魚食普及活動を推進

①多獲性魚や未利用魚を活用した加工品

開発や消費拡大の取組みを強化

②漁協や漁業者、加工業者等が行う販売

力強化、消費拡大の取組経費を助成

［実施主体］ＪＦしまね等

［助成率］1/2
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

26 Ｂ 県産品販路拡大事業 103,812 ○県産農林水産物及びその加工品などの販 農林水産部

路拡大を図るため、大消費地を対象に事 商工労働部

業者が取り組む販売促進活動を支援 [しまねブラ

①見本市等展示会出展支援事業 ンド推進課]

・全国規模の食品専門展示商談会への

出展を支援

・全国規模の農水産物の専門展示商談

会への出展を支援

・日本最大級の生活雑貨の専門展示商

談会への工芸品の出展及び工芸家と

デザイナー等の連携した商品開発等

の取組を支援

②県産品販路拡大事業

・加工食品セールスサポート事業

バイヤーに認められる商品作りを

行うとともに、流通・販売に精通

した商談の専門家を活用し取引拡

大を図る

・インターネットを活用した県産品販

路拡大事業

楽天市場出店者のスキル向上に向

けた勉強会の開催、国内外物産展

への新規出店を支援

③県産品ブラッシュアップ支援事業

・消費者ニーズの商品開発への反映や

商品コンセプト作りを支援
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Ⅰ 活力あるしまね
３．観光の振興

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

27 Ｄ 神々の国しまねプロ 1,200,791 ○H24年の「古事記」編纂1300年、H25年の 商工労働部

ジェクト 出雲大社平成の大遷宮に向け、県、市町 [観光振興課]

村、民間団体等が一体となって「しまね」教育委員会

を全国にＰＲし、全国からの誘客を図る。[社会教育課]

事業期間：H22～H25 [文化財課]

総事業費：概ね25億円 環境生活部

[H24実施事業] [文化国際課]

①神話博しまねの開催 農林水産部

・期 間：7月21日～11月11日(114日間) [農林水産総務

・主会場：出雲大社周辺 課]

特設会場：神話映像館、魅力発信ステ

ージ等

②県外巡回展

・京都国立博物館 7月28日～9月9日

東京国立博物館10月10日～11月25日

③神々の国しまね～古事記1300年～シン

ポジウム

・7月(京都)、10月(東京)、H25年5月(古

代出雲歴史博物館)

④県内各地域でのイベント開催

・各圏域、地域イベント

・若い世代に向けた賑わい創出

⑤ふるさと再発見

・ふるさと学習の推進

・子ども神楽全国サミット

⑥おもてなし向上

・観光ガイドの養成

・各地域での定時ガイドツアー

⑦情報発信

・山陰デスティネーションキャンペーン

によるＰＲ

・テレビ番組、旅行雑誌、公式ソング、

漫画などを活用したＰＲ

⑧旅行商品づくり

・継続的な観光誘客につながる旅行商品

の造成

・周遊バス等の二次交通の充実
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

28 新規 しまね観光誘客推進 300,000 ○戦略的な誘客対策、地域対策、観光客受 商工労働部

事業 け入れ体制の整備等により、島根への観 [観光振興課]

Ｄ 光誘客を促進し、観光産業の発展を図る

①高速道路を活用した誘客対策

②閑散期の誘客対策

③石見地域、隠岐地域への誘客支援

④意欲的な観光事業者等の取組への支援

⑤観光客受入体制の整備

29 Ｄ 外国人観光客誘致対 35,020 ○増加が見込まれる外国人観光客誘致に向 商工労働部

策事業 けた取組を強化 [観光振興課]

①中国人観光客誘致に向けた中国国内で

の観光広告、旅行エージェントへのセ

ールス活動

②民間事業者の観光誘客活動への支援

③個人旅行客の誘致に向けた個人旅行向

け情報媒体への広告掲載、ガイドブッ

クの作成

④中国に情報発信拠点を設置、韓国に現

地駐在員を配置し、情報収集・発信、

現地旅行会社を開拓

30 Ｄ 県内航空路線利用促 32,000 ○萩・石見空港の東京線複便化及び大阪線 商工労働部

進（観光振興）事業 の運航再開に向けた観光誘客や石見地域 [観光振興課]

の観光魅力づくりを推進

①首都圏・関西圏からの個人観光客を対

象としてＡＮＡや旅行エージェント、

ネット系エージェントと連携した旅行

商品を造成

②民間主体による石見地域の新たな観光

メニューづくりを実施
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Ⅰ 活力あるしまね
４．中小企業の振興

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

31 Ｂ 中小企業制度融資 66,871,782 ○H21年度に拡大した融資枠を確保し、中 商工労働部

小企業の資金繰り等を支援 [中小企業課]

・中小企業制度融資枠 650億円

・厳しい経済環境が継続する中、引き続

き資金繰り不安の払拭を図るため「資

金繰り安定化対応資金」を1年間延長

・経営改善に資する返済負担軽減のため

の貸付条件変更への柔軟な対応を支援

・中長期的な視点に立った経営戦略に基

づき設備投資を行う企業を支援する、

「収益体質強化資金」の継続

32 Ｂ 地域商業活性化支援 66,000 ○商業者等が行う地域商業の振興や中山間 商工労働部

事業 地域の商業機能維持に向けた取組を市町 [中小企業課]

村と共に支援

［主な事業］

・空き店舗の活用を支援

［助成率］県1/3、1/4
［上限額］120万円(インキュベート施

設は500万円)
・街路灯、アーケード等の共同施設の整
備
［助成率］県1/4
［上限額］500万円

・中山間地域の無店舗地区への店舗設置
や移動販売車の整備を支援
［助成率］県1/4
［上限額］250万円

※いずれも上限額の範囲内で市町村負担
額と同額を助成
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

33 Ｂ 中小企業経営力強化 126,000 ○収益を伸ばす企業がある一方で、事業閉 商工労働部

重点支援事業 鎖や倒産に至る企業も増加する二極化の [中小企業課]

様相を呈していることから、地域の中核

的企業の育成、起業・創業の促進及び事

業承継の円滑化、セーフティネットの強

化を図るため、H24～26の3年間、重点的

に支援

①経営力強化アドバイザー派遣事業

・意欲と能力のある地域の中核的企業

の育成または経営状況が悪化した企

業の事業再生を支援

②経営安定支援事業

・経営が悪化した企業の事業再生等の

ため、商工団体に専門員を配置して

支援

③経営指導員等支援力向上事業

・中核的企業の育成のため、商工団体

の経営指導員等の支援能力向上を支

援

④経営革新計画支援事業

・対象経費：商品改良・開発、販路開

拓

・補助率：1/2

・上限額：500万円(販路開拓のみの場

合は200万円）
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Ⅰ 活力あるしまね
５．雇用・定住の促進

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

34 ふるさと島根定住推 495,105 ○ふるさと島根定住財団を中心に、市町村 地域振興部

進事業 や関係団体との連携によりＵＩターンを [地域政策課]

促進するための施策を推進

①定住情報提供・相談

・ポータルサイトの改良

・島根県単独の定住相談会を東京、大阪、

広島、名古屋、福岡で開催

・定住アドバイザーの配置（東京、大阪、

広島）

②交流・体験

・産業体験を行う者に対して滞在費を助

成［体験者への助成額］１２万円／月

・県内市街地の空き家等においてＵＩタ

ーン希望者が行う生活体験を支援

【新規】

③職業

・無料職業紹介

・農林業等の基礎講座の開催

④住居確保

・島根県建築住宅センターによる空き家

情報の提供

・空き家活用助成

市町村等がＵＩターン者向け住宅とし

て空き家を活用する場合に改修費を助

成

⑤受入体制強化

・市町村定住支援体制強化交付金

定住施策事業計画の策定、定住支援員

の配置等を条件に350万円／年

（1市町村当たり）を交付

-18-



(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

35 Ｂ 緊急雇用創出事業 2,053,140 ○県、市町村が一時的な雇用・就業機会を 商工労働部

創出する事業を実施 [雇用政策課]

［雇用創出目標］

H24:約800人(H20～24:約8,500人)

・重点分野雇用創造事業

重点分野における民間企業やＮＰＯ等

を活用した雇用創出事業、地域失業者

を新たに雇用し就業するために必要な

知識・技術を習得するための研修事業

［主な予定事業(県実施分)］

・働きながら介護資格を取得するための研修

・神話博しまねのＰＲキャラバンの実施

・企業での実践研修等による若手人材の育成

※重点分野：介護、医療、農林水産、

環境・エネルギー、観光、地域社会雇用、

教育・研究ほか

・震災等緊急雇用対応事業 【新規】

震災等の影響により離職した失業者へ

の短期の雇用・就業機会を創出・提供

36 Ｂ 若年者の職業的自立 14,518 ○若年無業者の職業的自立に向け、地域若 商工労働部

支援事業 者サポートステーションを設置し、相談 [雇用政策課］

から自立支援まで一貫して実施

・地域若者サポートステーションを東部

(松江市)、西部(浜田市)に設置

・カウンセリング、自立支援プログラム

の実施

・支援機関とのネットワーク整備

・長期ニート等訪問支援

37 Ｂ 産業人材育成・確保 38,520 ○高等技術校とポリテクカレッジの連携及 商工労働部

事業 び産学官連携のさらなる推進により産業 [雇用政策課]

人材を育成確保

①産業人材育成コーディネーターの配置

②若手経営者向け「人財塾」の開催

③地域産学官連携協議会が実施する人材

育成に係る取組への支援

④理工系人材確保に係る取組への支援
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

38 Ｂ 新卒・若年者研修支 17,460 ○県内企業の人材育成を支援し、採用意欲 商工労働部

援事業 を高めるとともに、人材の定着、技能承 [雇用政策課]

継を推進するため、新卒・若年者を対象

とした研修を実施

・内定者、新人・若年者を対象に社会人

としての基礎的研修を実施

・企業が国の実践型人材養成システムを

活用して取り組む企業外研修を高等技

術校で実施

39 Ｂ 障がい者の雇用促進 100,478 ○障がい者の適性と能力に応じた雇用機会 商工労働部

・安定事業 を確保し、障がい者の雇用を促進 [雇用政策課]

①特例子会社等の設立支援

②障がい者雇用促進・啓発

③障がい者が就職に必要な知識や能力を

習得するための職業訓練を実施

東部技術校介護サービス科

西部技術校総合実務科

④障がい者委託訓練

企業等に委託して職業訓練を実施

⑤訓練手当

雇用保険の受給資格がない人に対し

て訓練手当を支給し、職業訓練の受

講を支援
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Ⅰ 活力あるしまね
６．産業基盤の維持・整備

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

40 Ｄ 隠岐空港ジェット便 20,000 ○隠岐空港における夏季大阪ジェット便の 地域振興部

運航推進事業 運航継続と航空路線の充実を図るため、 [交通対策課]

隠岐空港利用促進協議会が実施する利用

促進対策に助成

・旅行商品の造成

・ＰＲ対策 等

41 Ｄ 萩・石見空港路線維 70,000 ○萩・石見空港における航空路線の維持を 地域振興部

持事業 図るため、萩・石見空港利用拡大促進協 [交通対策課]

議会が実施する利用促進対策に助成

・旅行商品の造成

・ＰＲ対策 等

42 新規 隠岐航路運航維持事 債務負担行 ○島前内航路いそかぜⅡの後継船の建造費 地域振興部

業 為 を助成 [交通対策課]

［事業主体］島前町村組合

［財 源］島前３町村の負担金（過疎

債を活用）

［県の支援］島前３町村の元利償還額

（実負担）に対し2/3を助成

［債務負担行為］

設定期間：H25～36

設定金額：33,416千円
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
１．安全対策の推進

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

43 Ａ 震災・風水害等災害 32,646 ○東日本大震災等を踏まえ、地域防災計画 総 務 部

対策事業 の改定、総合防災訓練等を実施 [消防防災課]

１．地域防災計画の改定

国の防災基本計画の見直しや地震被害

想定調査の結果を基に、地震被害想定、

建築物の耐震化指針、広域避難等の避難

予防対策を柱として計画を改定

２．減災計画の策定

想定される地震に対する人的被害、経

済被害額等の減災目標と必要な対策を設

定

３．総合防災訓練の実施

津波の到来による広域的大規模災害を

想定し、実働訓練、図上訓練を組み合わ

せて実施（情報伝達、避難訓練、応急対

策等）

４．住民等防災研修

住民の防災意識を高める津波避難研修

や消防団員等の育成研修、地域防災リー

ダー育成研修を実施

44 Ａ 原子力防災・安全対 1,121,369 ○「防災対策を重点的に実施すべき地域」 総 務 部

策事業 の設定に対応し、初動体制や住民避難体 [原子力安全

制を強化 対策課]

①オフサイトセンター、県、松江市のＴ

Ｖ会議、衛星回線設備を出雲市、安来

市、雲南市まで拡大

②防災資機材を出雲市、安来市、雲南市

に拡大整備

③モニタリングポストの増設等、監視機

能を充実

④防災訓練を１県１市から２県６市に拡

大

⑤ＵＰＺ内に位置する市の保育所・幼稚

園に屋内退避時の食糧の備蓄を措置

【新規】
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

45 Ａ 防災行政無線の整備 3,573,800 ○県防災行政無線の老朽化に伴うデジタル 総 務 部

化更新及び情報量の拡大に対応したＩＰ [消防防災課]

化を消防救急無線と共同で実施

１．防災行政無線のデジタル化更新

県防災行政無線 1,050,800

消防救急無線 488,900

合 計 1,539,700

２．防災行政無線幹線系ＩＰ化整備

県防災行政無線 1,372,600

消防救急無線 661,500

合 計 2,034,100

46 Ａ 総合防災情報システ 190,000 ○水防情報、土砂災害予警報、震度情報な 総 務 部

ムの整備 どの防災の気象データ等を一元的にまと [消防防災課]

め、関係機関や県民に情報提供するシス

テムの更新整備

47 Ａ 県庁舎等耐震改修事 769,291 ○島根県建築物耐震改修促進計画に基づ 総 務 部

業 き、震災時においても災害対策の中枢機能 [ 管 財 課 ]

を確保できるよう、本庁舎等の耐震改修を

実施

［Ｈ２４実施内容］

①耐震改修工事

本庁舎、雲南合庁

②耐震計画

益田合庁

48 新規 民間社会福祉施設耐 10,700 ○耐震の安全性が把握されていない民間社 健康福祉部

震診断助成事業 会福祉施設の耐震診断を促すため、耐震 [地域福祉課]

Ａ 診断助成制度を創設

［対象施設］

国の新耐震基準導入(S56年)以前に建築

された民間社会福祉施設(有料老人ホー

ムを除く)のうち、２階建て又は床面積

200㎡以上の施設

［負担割合］

(保育所以外) 国1/3、県1/3、法人1/3

（保 育 所）国1/3、県1/6、市町村1/6、

法人1/3
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

49 Ａ 建築物等地震対策促 10,000 ○国の新耐震基準導入(S56年)以前に建築 土 木 部

進事業 された木造住宅の耐震化を促進するた ［建築住宅課］

め、補強計画策定や改修等の経費を助成

［実施主体］市町村

［助成限度額］

・補強計画策定 100千円/戸

・耐震改修 200千円/戸

・解体 100千円/戸

50 Ａ 風雪害等による農業 300,000 ○風雪害等に備えた農業施設等の復旧に対 農林水産部

施設等復旧対策事業 する助成枠を措置 [農畜産振興課]

51 Ａ 家畜疾病危機管理対 200,000 ○高病原性鳥インフルエンザ、口蹄疫及び 農林水産部

策事業 ＢＳＥ等の家畜疾病発生に備えた初動防 [農畜産振興課]

疫活動や農家への損失補償経費 [食料安全推進課]

①初動防疫経費

・消毒資材、焼埋却経費など

②農家への損失補償費

・殺処分や移動制限に伴う損失補償

③風評被害対策経費

・消費者への情報提供や安全性のＰＲ等

52 Ａ 農畜産物の放射性物 90,537 ○福島第一原子力発電所事故の影響による 農林水産部

質検査等事業 県産肉用牛の風評被害の防止や安全性を [農畜産振興課]

確認するための放射性セシウム検査費を

支援

・県内でと畜する肉用牛全頭検査を実施

・県外へ出荷してと畜する肉用牛の県外

市場での検査費を助成
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

53 Ａ 新型インフルエンザ 200,000 ○新型インフルエンザ等の感染症発生初期 健康福祉部

等の初動対策事業 に適切に対処するための体制整備 [薬事衛生課]

①初動対応体制の確保

・発熱相談センターの設置、ウィルス検

査及び感染拡大防止対策経費

②空床確保

・県の要請により重症患者等の受入のた

めに空床を確保した医療機関を支援

54 Ａ 警察署等整備事業 428,634 ○浜田警察署の移転改築に向けた土地鑑定 警察本部

料 782

・老朽・狭隘化により機能低下が著しい

浜田警察署の移転改築のための用地選

定に要する経費

○江津警察署の移転改築 202,144

・総事業費：約13億円

・H24～25：建設工事

H25：新庁舎へ移転

H26：現庁舎解体工事

・庁舎整備にあたっては県産材や石州瓦

を活用

○駐在所の整備 225,708

・築後３０年以上経過し老朽化した駐在

所を新築

・新築4箇所(馬木、唐鐘、中西、日原）、

用地取得3箇所(秋鹿、波佐、鎌手)等

・庁舎整備にあたっては県産材や石州瓦

を活用

55 Ａ 空き交番対策事業 54,519 ○県下１２交番に交番相談員を２名ずつ配 警察本部

置し、警察官が巡回等で不在となる空き

時間を解消

・交番相談員の増員 19人 → 24人
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

56 Ａ ヘリテレシステム更 265,815 ○本部設備、受信基地設備等の老朽化に伴 警察本部

新整備事業 うデジタル化更新

・ヘリテレシステム：警察ヘリコプター

搭載カメラ映像を伝搬するシステム

57 Ａ 通信指令システム高 29,894 ○警察庁がＨ２４年度に基本システムを更 警察本部

度化更新事業 新することに併せて、県整備の支援シス

テムを高度化更新

・通信指令システム：110番通報に迅速

かつ的確に対応することを目的とした

総合システム

58 Ａ 交通管制システム高 363,903 ○現機老朽化に伴う高度化更新 警察本部

度化更新事業 ・交通管制システム：道路に設置された

感知器等からの情報により信号機を制

御し、安全で快適な交通環境をつくる

ためのシステム

・システム更新による改善効果

信号制御高速化 8分→4分に短縮

(3㎞の渋滞解消所要時間38分→15分）

59 安全で美味しい島根 13,000 ○県独自の基準に基づく認証制度を運用 農林水産部

県産品認証事業 し、県産農畜林水産物の安全の確保と消 [食料安全推進課]

費者の信頼づくりを促進し、市場の競争

力を強化

・認証審査、指導員資質向上対策

・認証制度の普及啓発

60 消費者行政活性化基 50,752 ○消費者相談体制の強化、消費者被害の防 環境生活部

金事業（国基金事業） 止等に向けた取組を強化 [環境生活総

①県事業 務課]

・消費者教育、普及啓発、相談員研修

・多重債務対策特別相談の開催

②市町村事業（市町村への助成）

・市町村の消費者相談専用窓口の機能を

強化
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
２．健康づくりと福祉の充実

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

61 Ｂ 障がい者の自立に向 805,973 ○障がい者の地域における自立に向けた支 健康福祉部

Ｃ けた特別支援事業 援 [健康推進課]

[障がい福祉課]

１．地域生活移行支援 商工労働部

(１)相談支援体制の充実 [雇用政策課]

(２)生活の場の確保

・ケアホーム、グループホームの整備

(３)就労訓練・活動の場の充実

①就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバイ

ザー派遣等を実施

②障がい福祉と農業の連携事業【新規】

・工賃向上に向け、コーディネーターの

設置や農業技術の指導など福祉施設と

農業分野の連携により農業就労を促進

③就労機器購入費の助成

・複数事業所の共同事業に要する機器購

入費を助成

④特例子会社等の設立を支援

(４)地域生活移行・地域生活支援の充実

２．極めて重度の障がい児(者)への支援強

化

(１)サービス拠点の確保・在宅サービス

の充実

(２)強度行動障がい者への支援の充実

・支援アドバイザー配置、特別支援居室

整備

(３)障がい児(者)の治療費用の負担軽減

３．制度の狭間にある障がい者への支援

(１)発達障がい者への支援

①支援センターにおいて相談・就労支援

を実施

②子どもの心の診療ネットワーク事業

【新規】

・早い段階で身近な地域で専門的な診療

などの支援が受けられる環境を整備

(２)高次脳機能障がい者への支援
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

62 Ｃ 障がい者自立支援対 311,403 ○障がい者の地域における自立に向けた環 健康福祉部

策臨時特例交付金事 境の整備等 [地域福祉課]

業（国基金事業） ①新体系サービスで必要となる施設改修 [障がい福祉課]

経費を助成

②新体系に移行した事業者の報酬が移行

前の報酬を下回る場合に差額を助成

③福祉人材センターへキャリア支援専門

員を配置し、求職者への福祉職場の紹

介等の円滑な就労、定着を支援

63 新規 介護保険制度運営支 993,000 ○第5期介護保険事業支援計画（H24～26年 健康福祉部

援事業 度）期間における介護保険サービス事業 [高齢者福祉課]

Ｃ の充実を図るため、介護保険財政安定化

基金の一部を取崩して、保険者(市町村)

が実施する保険料軽減対策や生活支援サ

ービスの充実を支援

［基金取崩しの内訳］

・市町村への交付金(保険料軽減対策分)

331,000千円

・県の既存基金に積立(生活支援対策分）

331,000千円

・国庫返還金 331,000千円

64 Ａ 社会福祉施設等耐震 249,017 ○社会福祉施設の安全性を確保するための 健康福祉部

化等整備事業 耐震化整備費を助成 [地域福祉課]

（国基金事業） [助成率］3/4 [障がい福祉課]

65 Ｃ 介護拠点等の緊急整 431,575 ○介護ニーズに対応するため小規模特別養 健康福祉部

備事業（国基金事業） 護老人ホーム等の整備を推進 [高齢者福祉課]

①小規模特別養護老人ホーム等の整備

②認知症高齢者グループホーム等の防災

対策及び老朽修繕

③認知症高齢者グループホーム等のスプ

リンクラー整備
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（単位：千円）

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

66 Ｃ 介護施設開設等経費 93,000 ○介護施設等の開設時から安定した質の高 健康福祉部

助成事業 いサービスを提供するため、介護施設等 [高齢者福祉課]

（国基金事業） の開設に必要な経費を助成

[助成額］施設床数×60万円

67 Ｂ 介護人材緊急雇用事 54,138 ○不足する介護人材の緊急的な確保に向け 健康福祉部

業（国基金事業） て、求職者の介護職員資格取得の支援と [高齢者福祉課]

実施研修を実施(No.35再掲)

［実施主体］県社会福祉協議会

［内 容］

県社会福祉協議会において臨時的に短

期雇用し、ホームヘルパー研修受講や

介護事業所での実地研修を実施

［養成人数］80名

68 Ｄ しまね流安心生活創 104,753 ○地域課題に応じた支え合いの仕組を構築 健康福祉部

造プロジェクト推進 するため、地域における組織づくり、拠 [地域福祉課]

事業（国基金事業） 点づくり、人づくり等を支援

①安心生活コーディネーターの養成支援

②アドバイザーバンクの運営支援

③自治会区等運営組織の活動支援

69 Ｃ 子宮頸がん等ワクチ 304,641 ○子宮頸がん予防ワクチン、ヒブワクチン、健康福祉部

ン接種事業 小児用肺炎球菌ワクチンの接種に係る経 [薬事衛生課]

（国基金事業） 費を助成

70 Ｃ 自殺総合対策事業 45,735 ○自殺予防を強化するため、市町村の取組 健康福祉部

（国基金事業） 支援、相談体制整備や広報啓発活動等を [障がい福祉課]

推進
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（単位：千円）

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

71 Ｃ 離職者等の住まい対 150,974 ○離職者等に対する住まい対策を支援 健康福祉部

策事業（国基金事業） ［市町村事業］ [地域福祉課]

①住宅手当緊急特別措置

・H19年10月以降の離職者で常用就職等

の意欲のある者のうち、住宅を喪失し

ている者等に対し住宅手当を支給

②生活保護受給者に対する就労支援

・福祉事務所へ就労支援員を配置し、離

職者に対し各種支援を実施

③東日本大震災の被災生活保護受給者へ

の生活再建サポート

・福祉事務所へ支援員を配置し、生活保

護受給者の生活再建を支援

［県社会福祉協議会事業］

①生活福祉資金相談体制整備

・生活福祉資金貸付事業の支援体制を強

化するため、相談員を配置

72 新規 更生保護施設改築支 10,000 ○刑務所等からの出所者の地域社会への円 健康福祉部

援事業 滑な復帰を支援するため、老朽化に伴う [健康福祉総

Ｃ 更生保護施設の改築費を助成 務課]

［整備主体］島根更生保護会

［総事業費］2.8億円

［竣工予定］H25年3月

73 Ｃ しまね長寿の住まい 150,000 ○既存一戸建て住宅のバリアフリー改修及 土 木 部

リフォーム助成事業 び耐震対策工事に対し、その経費の一部［建築住宅課］

を助成

［事業期間］H24～25

［H24助成戸数］

・バリアフリー改修 300戸程度

・耐震対策 60戸程度

［助成額］工事費の23％（上限各40万円)

［事業主体］

(財)島根県建築住宅センター
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
３．医療の確保

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

74 Ｃ 地域医療再生計画事 3,817,843 ○医師をはじめとする医療従事者の育成・ 健康福祉部

業（国基金事業） 確保や医療機関の施設・設備整備など、 [医療政策課]

地域医療提供体制を整備 [健康推進課]

１．医師確保対策

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・地域勤務医の供給元大学への医師育成

経費等の支援

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・しまね地域医療支援センターで若手医

師のキャリア形成支援等を実施

・島根大学医学部への寄附講座の設置

・医学生向け奨学金の拡充

③地域勤務医師を『助ける』対策

・ふるさと教育を活用して、小中学生を

対象に地域医療をテーマとした授業や

医療現場での体験学習を実施 【新規】

・医師事務作業補助者の雇用経費の助成

２．看護職員確保対策

①県内進学の促進

・看護師等養成所教員の各種研修

②県内就業の促進

・看護師・助産師として県内就業を目指

す看護学生に修学資金を貸与

③離職防止・再就業の促進

・県外看護師等の確保に向けた病院独自

の取組を支援 【新規】

・病院の院内保育所整備費を助成

３．がん対策

①がん診療教育センター(島根大学)の整

備費を助成

②放射線治療支援ネットワークシステム

整備費を助成 【新規】

４．ドクターヘリの運航

・ヘリの運航、臨時離着陸場の整備支援

５．医療情報ネット等を活用した地域医療

支援

・診療情報共有システム整備費を助成

・高機能医療機器の共同利用システム整

備費を助成
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

75 Ｃ 地域医療を支える医 1,724,938 ○離島・中山間地域及び産科、小児科等の 健康福祉部

師確保養成対策事業 特定診療科における深刻な医師不足に対 [医療政策課]

応するため、医師確保養成対策を実施 [健康推進課]

１．継続事業分 424,542千円

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・全国からの医師招聘に向けた情報収集

や県外医師との出張面談

・地域医療機関での勤務を前提に県立病

院での専門研修

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・県内の地域医療に携わる意志のある大

学生向け奨学金

・中高生の医療現場体験の実施

・自治医科大学運営費の負担

③地域勤務医師を『助ける』対策

・救急医療や周産期医療体制を確保する

ため、医師の負担軽減と待遇を改善

２．地域医療再生計画事業分(№74再掲）

1,300,396千円

①現役の医師を『呼ぶ』対策

・地域勤務医の供給元大学への医師育成

経費等の支援

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・しまね地域医療支援センターで若手医

師のキャリア形成支援等を実施

・島根大学医学部への寄附講座の設置

・医学生向け奨学金の拡充

③地域勤務医師を『助ける』対策

・ふるさと教育を活用して、小中学生を

対象に地域医療をテーマとした授業や

医療現場での体験学習を実施 【新規】

・医師事務作業補助者の雇用経費の助成
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（単位:千円）

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

76 Ｃ 看護職員等確保対策 641,067 ○離島・中山間地域や中小病院を中心とし 健康福祉部

た看護職員不足への対策を実施 [医療政策課]

[健康推進課]

１．継続事業分 435,199千円

①県内進学の促進

・県立高等看護学院(松江・石見)におい

て看護師を養成

・民間看護師等養成所の運営費を助成

②県内就業の促進

・県内就業を目指す看護学生に修学資金

を貸与

③離職防止

・民間病院の院内保育所運営費を助成

④再就業の促進

・県ナースセンターを指定し、無料職業

紹介を実施

⑤資質の向上

・看護師等への研修の実施

２．地域医療再生計画事業分（№74再掲）

205,868千円

①県内進学の促進

・看護師等養成所教員の各種研修

②県内就業の促進

・看護師・助産師として県内就業を目指

す看護学生に修学資金を貸与

③離職防止・再就業の促進

・病院の離職防止・再就業促進の取組を

支援

・県外看護師等の確保に向けた病院独自

の取組を支援 【新規】

・病院の院内保育所整備費を助成
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（単位:千円）

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

77 Ｃ しまねがん対策強化 195,693 ○質の高い医療の実現、がんの予防及び早 健康福祉部

事業 期発見の推進を図るため、総合的ながん [医療政策課]

対策を実施 [健康推進課]

１．継続事業分 75,808千円

①がん検診受診の促進

・検診未受診者への個別受診勧奨【新規】

・民間企業、患者会と連携した普及啓発

②がん検診の技術レベルの向上

・医療従事者講習会、協議会等の開催

③がん医療水準の向上・情報提供の充実

・がん医療従事者の育成経費を助成

・がん診療連携拠点病院の機能強化に対

する助成

・地域がん登録の推進

④緩和ケアの推進

・がん緩和ケアに係る医師等研修の実施

⑤患者団体等への支援

・患者団体の意見交換会、研修会の開催

⑥県民への普及啓発の強化

・がん関連図書の整備など普及啓発活動

２．地域医療再生計画事業分（№74再掲）

119,885千円

①開業医が行う時間外の子宮頸がん検診

助成

②がん診療教育センター(島根大学)の整

備費を助成

③放射線治療支援ネットワークシステム

整備費を助成 【新規】

78 新規 益田赤十字病院建替 債務負担 ○益田圏域の医療の中核を担う益田赤十字 健康福祉部

整備支援事業 行為 病院の老朽化に伴う改築を支援するた [医療政策課]

Ｃ め、益田市が行う整備支援に対し助成

［予定施設］15科・280床程度（地上6階）

［総事業費］約89億円

［債務負担行為］

設 定 額：609,092千円

設定期間：H24～39年度

［スケジュール］

H24:実施設計、H25～27:建設、H27:開院
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
４．子育て支援の充実

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

79 Ｃ 安心こども基金事業 1,669,378 ○子どもを安心して生み育てる環境を整備 健康福祉部

（国基金事業） するため保育所の整備等を推進 [青少年家庭課]

①保育所の開設・改築・大規模修繕費を

助成

②認可外保育施設の運営費を助成

③児童虐待防止に係る人材育成、支援体

制の整備

④母子家庭の母に対する高等技能訓練促

進費の支給

80 Ｃ しまね子育て支援プ 80,000 ○子育てニーズに対する市町村の取組への 健康福祉部

ラス事業 包括的な支援等を実施 [青少年家庭課]

①しまね子育て支援プラス事業

・国や県の既存制度では対応できない子

育て家庭のニーズにきめ細かく対応す

る市町村の取組を支援

・病児・障がい児の預かり人材養成講座

等の開催

②しまね縁結び応援事業

・市町村の結婚対策の取組を支援

・親を対象とした婚活セミナーや出会い

の場づくりを支援 【新規】

81 Ａ しまねすくすく保育 81,882 ○国補助の対象とならない小規模な保育等 健康福祉部

Ｃ 支援事業 のニーズに対する市町村の取組を支援 [青少年家庭課]

［内 容］

・休日保育・一時保育・障がい児保育

・小規模保育所・児童クラブの運営

・認可外保育施設の衛生・安全対策

・災害に備えた非常用食糧の備蓄【新規】

・小規模保育所の防災教育・訓練【新規】

・食のアレルギー対策・感染症予防

【新規】

［助成率］1/2
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

82 Ｃ 地域児童育成事業 445,930 ○市町村等が設置する概ね10歳未満の児童 健康福祉部

を対象とした放課後児童クラブ等を支援 [青少年家庭課]

［内 容］

①放課後児童クラブ運営費

②放課後児童クラブ施設整備費

③民間児童館運営費

［助成率］2/3

83 Ｃ 第３子以降保育料軽 136,880 ○保育所等に入所している第3子以降の3歳 健康福祉部

減事業 未満の児童に係る保育料を軽減する市町 [青少年家庭課]

村へ助成

84 Ｃ 子育て環境づくり事 12,896 ○家庭、地域、団体、企業と連携・協力し 健康福祉部

業 て「子育てするなら島根が一番」と感じ [青少年家庭課]

られる社会の実現を目指した取組を推進

①みんなで子育て応援事業

・民間事業者や団体など地域の子育て応

援の取組を支援

②仕事と家庭の両立支援事業

・こっころカンパニー認定などワーク・

ライフ・バランスを図る職場環境づく

りを推進

③島根はっぴぃこーでぃねーたー事業

・結婚を希望する独身男女の出会いの場

づくりを支援

85 Ｃ 特別保育推進事業 901,820 ○育児と就労の両立支援及び子育て家庭に 健康福祉部

対する育児支援のため、市町村や民間に [青少年家庭課]

よる多様なサービス提供を支援

［内 容］

延長保育、休日・夜間保育、病児・病

後児保育等の各種保育サービス

[助成率] 2/3

86 Ｃ 妊婦健康診査臨時特 147,858 ○妊婦に必要な健診(14回程度)の費用負担 健康福祉部

例交付金事業 を軽減するため、市町村が拡充する健診 [健康推進課]

（国基金事業） 助成を支援
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
５．生活基盤の維持・確保

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

87 中山間地域活性化重 113,455 ○島根県中山間地域活性化計画に掲げる重 地域振興部

点施策推進事業 点施策に積極的に取り組む市町村等を支 [地域政策課]

援 [交通対策課]

①中山間地域コミュニティ再生支援事業

・中山間地域研究センターの研究員等が

地域運営の仕組みづくりをサポート

・公民館との連携強化のため、「実証！

地域力醸成プログラム」に中山間地域

の実践活動に対する支援枠を設定

②高齢化や人口減少等が著しい公民館等

の地区において、地域課題解決に向け

て、市町村が過疎対策事業債（ソフト

分）を活用し、県と協調して一体的に

取り組む場合に、市町村負担の一部を

助成 【制度創設】

③中山間地域コミュニティビジネス支援

事業

・地域住民が中心となって行う地域資源

の活用、生活サービスの提供などのコ

ミュニティビジネスの創出と拡大を支

援

④中山間地域活性化支援事業

地域の実情に応じて市町村が主体的・

積極的に行う多様な取組を支援

⑤住み続ける中山間地域生活サポート事

業 【新規】

・市町村が地域住民、商業者等と連携し

て行う買い物弱者対策を支援

［助 成 率］1/2

［助成上限］4,000千円／地区

⑥交通空白地域解消支援事業

・市町村が交通空白地域解消のために行

う実行計画策定や実証運行などの取組

を総合的に支援

［助 成 率］1/2

［助成上限］3,000千円／地区
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

88 バス路線運行維持事 306,946 ○民間事業者や市町村によるバス等の路線 地域振興部

業 確保のために必要な経費の一部を助成 [交通対策課]

①広域バス路線維持費補助金

バス事業者が行う平成合併後の複数市

町村に跨るバス路線に対し、運行経費

等を助成

②生活交通確保対策交付金

・広域通学系統維持交付金

県立高等学校への通学に日常的に利用

されている路線を対象に、市町村が行

う路線維持対策を支援

・生活交通総合交付金

市町村が行う路線維持対策について運

行形態にかかわらず財政力に応じ支援

（市町村税の１％以上部分を交付）

③バス運行対策費補助金

バス事業者が行う広域的・基幹的なバ

ス路線に対し、国と協調して運行経費

等を助成

89 一畑電車運行維持事 225,321 ○沿線住民の日常生活に必要不可欠な一畑 地域振興部

業 電車の運行を維持するため、インフラ所 [交通対策課]

有権を移転しない上下分離方式により、

線路・電路・車両の維持、修繕、更新経

費を松江市、出雲市と共同で支援

①基盤設備維持費補助金

・線路・電路・車両の維持、修繕、更新

・県1/2、市1/2

②安全輸送設備等整備事業費補助金

・安全性向上に資する設備の整備

・国1/3、県1/3、市1/3
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

90 Ｂ 地域貢献型集落営農 60,000 ○集落の維持・活性化に貢献する「地域貢 農林水産部

ステップアップ事業 献型集落営農組織」の育成、及びそれら [農業経営課]

の営農組織が行うＵＩターン者等の雇用

に向けた事業拡大等の取組を支援

①新規設立・育成支援事業

・地域貢献型集落営農組織の設立育成

［助成率］10千円/10a

・集落サポート経営体の設立育成

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

②地域貢献活動支援事業

・高齢者サービスや都市交流活動など、

経済・生活・人材維持等の地域貢献活

動を支援

［助成率］経済活動：1/2、

生活・人材維持活動：2/3

③人材育成・雇用確保ステップアップ支

援事業

・地域貢献型集落営農組織の人材育成、

加工や農外事業等の雇用拡大に向けた

取組を支援

［助成率］ソフト1/2、ハード1/3

④フォローアップ支援事業

・地域担い手協議会が実施するフォロー

アップ活動を支援

［助成率］1/2

91 中山間地域等直接支 1,454,061 ○平地地域と中山間地域等の農用地との生 農林水産部

払事業 産条件の格差に対し、交付金を交付 [農業経営課]

［3期対策］H22～26

［負担割合］

区分 国 県 市町村

5法指定地域 1/2 1/4 1/4

5法外知事特認 1/3 1/3 1/3

5法内知事特認 1/2 1/4 1/4
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

92 Ｄ ハートフルしまね事 43,522 ○ボランティア活動に意欲のある自治会等 土 木 部

業 が行う除草作業や植栽等に対して助成や [道路維持課]

損害保険料を負担 [河 川 課]

・道路 [港湾空港課]

（除草） [砂 防 課]

100㎡当たり1回につき1,500円/団体 [都市計画課]

（清掃等）実費：上限1万円/団体

・河川、海岸、港湾施設、砂防施設

（草刈） 200円/h/人

（清掃等）実費：上限1万円/団体

93 Ｄ 県民いきいき活動促 56,891 ○ＮＰＯやボランティア団体等が行うユニ 地域振興部

進事業 ークな発想や企画力を活かした地域活動 [地域政策課]

を支援

①地域活性化支援

地域に密着した活動で収益が見込まれ

る事業に対して助成

（立ち上げ支援型・事業拡大支援型）

②社会貢献支援

公共性・公益性の高い活動で収益が見

込まれない事業に対して助成

（初動支援型・継続支援型）
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Ⅲ 心豊かなしまね
１．教育の充実

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

94 Ｃ いじめ・不登校対策 194,137 ○不登校対策推進事業 教育委員会

事業 深刻化するいじめ、不登校の課題に対処 [総 務 課]

するため各種事業を実施 [義務教育課]

①教育支援センター(適応指導教室)の設

置市町村に対し運営基盤の強化を支援

(実施予定：10市町)

②不登校児童生徒支援事業

ひきこもりがちな児童生徒に対する活

動の機会を提供(実施予定：10市町)

③生徒指導・進路指導総合推進事業

不登校・被虐待児童生徒等の状況把握

・早期対応のため、児童養護施設等へ

の指導員の配置及び宍道高校、浜田高

校(定時制・通信制)への教育相談員の

配置

④連絡調整員配置事業

中学校卒業者や高校中退者に対するひ

きこもり等の状況把握及び社会参加に

向けた支援機関への橋渡し等を実施

⑤不登校未然防止実践事業

児童生徒の心の状態を客観的に把握で

きるＱＵテストを活用し、判定結果を

活かした児童生徒への校内支援を実施

○悩みの相談事業

学校でのあらゆる教育活動において児童

生徒一人一人の心身の状況を把握し、き

め細やかな対応がとれるよう教育相談体

制を充実

・スクールカウンセラー配置事業

・子どもと親の相談員配置事業

H23：16校→H24：25校

・心の電話相談事業（いじめ110番）

・スクールソーシャルワーカー活用事業

○こころ・発達・教育相談事業

こころの医療センターに併設する若松

分校内に相談窓口を設置
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

95 Ｃ 児童・生徒へのサポ 800,011 ○小中学校における児童・生徒へのサポー 教育委員会

ート事業 ト体制を充実するため教員または非常勤 [総 務 課]

講師を配置 [義務教育課]

①小学校低学年多人数学級支援事業

小学校1年生及び2年生の児童数が31

人以上の学校について、学校の実態

等を踏まえ30人学級編制又はスクー

ルサポート事業(非常勤講師配置)を

実施

H24予定 30人学級編制 54人

ｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄ事業 58人

②中学校クラスサポート事業

不登校や問題行動が急増する中学１

年生を対象に、学習面・生活指導面

からきめ細かい支援を行うため、必

要性の高い大規模校に非常勤講師を

配置

H24予定 40人(2学級あたり1人)

③特別な支援のための非常勤講師配置事

業(にこにこサポート事業)

通常の学級にＬＤ(学習障がい)、Ａ

ＤＨＤ(注意欠陥多動性障がい)など

特別な支援を要する児童が在籍し、

特に対応が困難な小学校を対象に非

常勤講師を配置

H23：70人 → H24：100人

④学びの場を支える非常勤講師配置事業

学びいきいきサポート

自学教室等を設置して個別に指

導を行う必要のある中学校

H24予定 30人

司書教諭サポート

司書教諭を中心として学校図書

館の活用の充実を図ろうとする

小中学校

H24予定 17人
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

96 Ｃ 困難を有する子ども 50,800 ○ひきこもりや不登校など社会生活に困難 健康福祉部

・若者支援事業 を有する子どもや若者に対し、市町村等 [青少年家庭課]

による社会参加に向けた取組を支援

①市町村の支援体制整備や取組を支援

【新規】

・子ども・若者総合相談センターの設置

［助成率］1/2

［助成上限額］150万円又は300万円

・相談センターにおける活動の場づくり

などの取組

［助成上限額］150万円

②県の支援協議会の設置運営 【新規】

③ＮＰＯ法人・団体のモデル的な活動を

支援

97 新規 子どもの体力向上支 10,570 ○子どもの体力の低下問題に対応するた 教育委員会

援事業 め、小中学校や地域において子どもの体 [保健体育課]

Ｃ 力向上を目指した取組「1日1時間以上

からだを動かそう」を推進

①体力向上推進モデル校の指定H24～26

H24年度 5校(2ヵ年)

②指導主事の配置

③地域における体力向上推進活動の連携

・モデル地域10カ所

④体育授業力の向上支援

・教員の体育指導補助資料(DVD)を作

成、校内研修等で活用し授業力の向

上を図る
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

98 新規 ゴールデンエイジア 62,935 ○小中高生を対象に競技力強化を図り、全 教育委員会

スリート育成事業 国規模の大会等で活躍するアスリートを [保健体育課]

Ｃ 育成

①アスリート人材発掘事業

②長期競技力育成事業

・各競技団体が開催するジュニア育成

のための教室やクラブへの助成

③競技力レベルアップ相互交流事業

・県外への派遣、県外からの招聘

④指導者育成事業

・指導者を県外の先進校等へ派遣

⑤運動部活動地域スポーツ指導者派遣事

業

・中学、高校のトップレベル等の学校

部活動に専門的な指導力を備えた地

域の外部指導者を派遣 170名

99 Ｃ 学校部活動へのふる 20,955 ○中学・高校部活動を指導する教職員が学 教育委員会

さと人材活用事業 校内にいない場合、地域の指導者を派遣 [保健体育課]

・運動部活動外部指導者派遣事業 [社会教育課]

100名

・ふるさとティーチャー派遣事業(文化

部) 66名
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

100 Ｃ 学力向上対策事業 73,791 ○学力の実態把握に努め、より効率的な学 教育委員会

力向上対策を実施 [総 務 課]

①児童・生徒パワーアップ事業 [義務教育課]

・高等学校 [高校教育課]

夢実現進学チャレンジセミナー

（2年生）

学習のための合同合宿と島根大学

医学部での医療体験実習を実施

学びの力向上チャレンジセミナー

（1年生）

学習のための合同合宿と大学進学

や働く意義を高める講演等を実施

・小中学校

学力調査の実施

［対象］小学4年生～中学3年生の

全児童生徒

メディカルアカデミー

中学校2、3年生を対象とした合同

合宿と各地域の医療現場での体験

学習

②教員パワーアップ事業

研修、セミナーを通じて、教科指導教

員の指導力向上とリーダー養成

③学校パワーアップ事業

中高の教員が合同で橋渡し教材を作成

するなど、教科指導の連携を推進
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

101 Ｃ 子ども読書活動推進 198,966 ○小中学校の学校図書館の充実と活性化を 教育委員会

事業 図るため、学校司書等の配置支援や研修 [義務教育課]

等を実施。 [社会教育課]

また、未就学児を抱える家庭での読書普

及のため、市町村や子育て支援団体、保

育所、病院等による取組を支援

①学校司書等配置事業

すべての小中学校に学校司書が配置さ

れるよう、市町村に交付金を交付

②司書教諭養成事業

司書教諭の全校配置をめざして、司書

教諭資格取得のための受講経費を補助

③「ねぇ！この本読んで。」乳幼児への

読書普及事業 【新規】

未就学児への読み聞かせに最適な本を

整備し、保育所や幼稚園での子どもへ

の読み聞かせを通じて、家庭での読み

聞かせを促進

④読みメン育成プロジェクト 【新規】

保護者を対象とした読み聞かせ体験機

会の提供等

⑤未就学児のための図書コーナー整備費

助成事業 【新規】

未就学児が集まる場所に図書コーナー

を整備する経費の一部を助成

102 Ｃ 県立高校図書館教育 28,105 ○標準法定数では学校司書が配置されない 教育委員会

推進事業 12学級未満の県立高校にも学校司書を配 [高校教育課]

置し、調べ学習への関わりによる充実し

た授業や義務教育から引き続いての図書

館教育を実施

・県立高校への司書配置

12学級未満の14校に嘱託司書を配置

・学校司書の研修
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

103 Ｃ 明日のしまねを担う 63,716 ○「働くことを学ぼう」推進事業 教育委員会

高校生キャリア教育 専門高校を中心に、職業観・勤労観や社 [高校教育課]

推進事業 会で自立していくための能力を磨き、即

戦力として活躍できる人材の育成を目指

したキャリア教育を実施

・短期、長期のインターンシップ

・高度技術習得、職業意識啓発セミナー

・就業を意識した県内企業見学

・産学官連携による課題研究事業

・県内就職促進のための学校企業連絡会

○「未来を描こう」推進事業 【新規】

普通高校を中心に、将来、職業人・社会

人として必要とされる能力を自ら切り拓

き、故郷しまねを担う意欲を持った人材

の育成を目指したキャリア教育を実施

・短期インターンシップ、社会体験

・地域理解、職業意識啓発セミナー

・地元産業を知るための県内企業見学

・産学官連携による理数科「課題研究」

推進

・産学官連携による地域理解、地域活性

化事業

104 Ｄ 離島・中山間地域の 49,020 ○離島・中山間地域の高校において、魅力 教育委員会

高校魅力化・活性化 と活力ある高校づくりを推進するため、 [高校教育課]

事業 高校と町村が連携して実施する高校魅力

化・活性化の取組を支援

・高校・町村関係者等で構成される組織

が策定する、高校魅力化・活性化計画

に基づく取組に対し、１校あたり３年

間で15,000千円を助成

・事業対象校

横田、飯南、島根中央、矢上、吉賀、

津和野、隠岐、隠岐島前
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

105 Ａ 高等学校校舎等整備 2,087,796 ○老朽化した校舎等を計画的に整備 教育委員会

事業 ①耐震対策 [教育施設課]

耐震工事等 63,639

②大東高等学校 61,268

［スケジュール］

H21～24：建設工事、備品整備等

［総事業費］約9億円

③出雲工業高等学校 472,094

［スケジュール］

H23～28：設計、造成・建設工事

［総事業費］約53億円

④浜田高等学校 1,394,584

（定時制・通信制校舎整備含む）

［スケジュール］

H22～25：建設工事、備品整備等

［総事業費］約36億円

⑤飯南高等学校寄宿舎 39,852

[スケジュール]

H24～27：設計、建設工事

[総事業費]約6億円

⑥大田高等学校 56,359

[スケジュール]

H24～28：設計、建設工事

[総事業費]約22億円

106 Ｃ 特別支援学校校舎等 587,451 ○高等部生徒の急増に伴う当面の校舎確保 教育委員会

整備事業 対策、耐震性が不足する校舎の建替及び [教育施設課]

教育部門開設等に伴う改修を実施

①高等部生徒急増対策[校舎リース]

・松江養護学校、出雲養護学校

②老朽化した校舎等を計画的に整備

・石見養護学校：校舎改築

③教育部門開設等に伴う施設整備等

[肢体不自由教育部門開設整備]

・出雲養護学校、益田養護学校

[病弱教育部門関連整備]

・江津清和養護学校、松江緑が丘養護

学校
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

107 Ｄ ふるまい向上プロジ 23,125 ○規範意識や基本的な生活行動・生活習慣 教育委員会

ェクト事業 の定着など、乳幼児期からの教育・養育 [義務教育課]

環境を充実し、ふるまい向上の意識醸成 [保健体育課]

を県民運動に広げるための取組を実施 [社会教育課]

①推進協議会の開催

②小１プロブレム対策事業

・幼保小連携のための研修会の開催

③乳幼児期からの生活習慣づくり事業

・ＰＴＡ、保育所保護者会を対象とした

モデル事業を実施

④親学プログラム普及・開発事業

・親学普及員の養成、研修活動を実施

⑤公民館ふるまい向上プロジェクト

・島根県公民館連絡協議会へ意識啓発の

ための実証事業を委託

108 Ｃ 結集！しまねの子育 182,566 ○地域住民が積極的に子どもの教育や子育 教育委員会

て協働プロジェクト て支援に関わる環境づくりを進め、学校 [社会教育課]

・家庭・地域住民の連携、協力を推進 健康福祉部

①ふるさと教育推進事業【No.75再掲】 [医療政策課]

・各小中学校活動費 70千円/校

・地域医療についての学習を行う小中

学校の活動費 小学校 100千円/校

中学校 200千円/校

②学校支援地域本部事業

地域住民がボランティアとして学校

の教育活動を支援

③放課後子どもプラン事業

放課後子ども教室など

④家庭教育支援事業

地域全体で家庭教育を支援

⑤結集！しまねの子育て協働プロジェク

ト交付金

100千円/市町村
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

109 Ｄ 実証！「地域力」醸 20,127 ○公民館が実施する地域課題の解決や地域 教育委員会

成プログラム の元気回復につながる取組を支援 [社会教育課]

・県公民館連絡協議会へ実証事業を委託 地域振興部

・モデル公民館の選定 [地域政策課]

通常枠：新規2カ所、継続14カ所 環境生活部

特別枠*：新規15カ所、継続7カ所 [文化国際課]

*中山間地域実践、外国人との共 健康福祉部

生、子育て支援、婚活、高齢者 [青少年家庭課]

対策、耕作放棄地対策、神々の [高齢者福祉課]

国しまねプロジェクト 農林水産部

[農業経営課]

商工労働部

[観光振興課]

110 Ｃ 私立高等学校等授業 103,160 ○私立高等学校等が低所得世帯の生徒を対 総 務 部

料減免事業 象に行う授業料減免に対する補助 [総 務 課]

（1人あたり補助上限)

・生活保護世帯 全額

・年収250万円未満程度 全額

・年収350万円未満程度 19,800円

※経過措置あり
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Ⅲ 心豊かなしまね
２．多彩な県民活動の推進

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

111 Ｄ 新しい公共支援事業 80,938 ○県民の積極的な「公」への参加による公 環境生活部

（国基金事業） 的サービスの供給に向け、ＮＰＯ等の自 [環境生活総

立的な活動を促進・支援 務課]

①ＮＰＯ等の活動・財務基盤の整備支援

②寄附募集のための支援

③地域課題解決に向けたモデル的な取組

を支援

112 Ｄ 文化芸術振興支援事 44,525 ○文化芸術振興を図るため、機会の提供や 環境生活部

業 活動を担う人材育成の取組を推進 [文化国際課]

①創造的な文化活動の推進

・島根県民文化祭の開催

・県民参加型ミュージカルの公演

②芸術・文化の情報発信・収集

・文化情報誌の発行、インターネットを

活用した文化施設情報の発信

③文化を担う次世代人材の育成

・地域において実技・鑑賞指導を実施す

る活動団体の取組を支援 【新規】

・活動団体や指導者と地域をつなぐ文化

芸術コーディネーターを育成 【新規】

113 Ｂ 県立文化施設改修事 393,130 ○県立文化施設の老朽化等に伴い、施設の 環境生活部

業 長期保全を図るため、計画的に改修を実 [環境生活総

施 務課]

①県民会館 [文化国際課]

屋上防水改修工事、舞台設備改修

②県立美術館

空調機器改修、玄関前ロータリー改修

③芸術文化センター

移動音響卓機器更新、中庭タイル改修
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Ⅲ 心豊かなしまね
３．人権の尊重と相互理解の推進

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

114 Ｃ 女性保護事業 91,008 ○日常生活に様々な問題を抱える女性への 健康福祉部

相談活動やＤＶ（配偶者等からの暴力） [青少年家庭課]

被害者等を一時保護し、問題解決に向け

て支援

①女性相談事業

・女性相談センターに女性相談員等を配

置し広く女性相談を実施

・中高生向けのデートＤＶ予防教育プロ

グラムの作成 【新規】

②ＤＶ被害者等保護事業

・ＤＶ被害者等を一時保護所等において

保護

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所する際

に必要な生活資金や住宅資金を貸付
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Ⅲ 心豊かなしまね
４．自然環境、文化・歴史の保全と活用

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

115 Ｄ 未来へ引き継ぐ石見 158,902 ○世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理 教育委員会

銀山保全事業 し、未来へ継承していくため、調査研究、 [文化財課]

保存整備、情報発信を柱として事業を実

施［H24年7月：世界遺産登録5周年］

①世界遺産総合調査研究事業

・基礎調査研究

・テーマ別調査研究

・間歩調査

②世界遺産保存整備事業

・遺跡整備

・拠点施設運営補助

・石見銀山基金造成支援

③世界遺産総合情報発信事業

・世界遺産登録5周年記念事業

116 Ｄ 神話のふるさと「古 310,323 ○いにしえの時代から受け継がれてきた島 教育委員会

代出雲」展開催事業 根の古代文化の魅力を広く県内外に発信 [文化財課]

するため、展覧会を開催 (No.27再掲) 商工労働部

①県外巡回展の開催 [観光振興課]

・京都国立博物館 7月28日～ 9月 9日

・東京国立博物館10月10日～11月25日

[主な展示物]

国宝 古事記写本(真福寺所蔵)

国宝 加茂岩倉遺跡出土銅鐸

国宝 荒神谷遺跡出土銅剣 ほか

②県内企画展

・古代出雲歴史博物館

H24年3月～H26年2月

・八雲立つ風土記の丘

H24年7月～H25年1月
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

117 水と緑の森づくり事 200,192 ○水と緑の森づくり税を財源とし、県民と 農林水産部

業 協働して荒廃森林の「水を育む緑豊かな [林 業 課]

森」への再生を促進

［事業内容］

①県民参加の森づくり

・みーもの森づくり事業

県民が企画・立案した森林の保全や利

活用の取組を支援

・みーもスクール

年間（四季）を通しての森林教育など

・森づくり情報交流

情報誌発行など

・森づくりサポート体制の整備

森づくりサポートセンターの運営

②緑豊かな森の再生

・放置森林での不要木の伐採、人家・田

畑等に侵入する竹林の伐採や抵抗性松

の植栽

［事業期間］H22～26

118 Ｄ 隠岐ジオパークの世 142,730 ○隠岐ジオパークのH24年度の世界ジオパ 環境生活部

界認定支援事業 ーク認定に向けて、地元協議会や町村と [自然環境課]

一体的に、来訪者の受入体制の整備や広 土 木 部

報活動等を推進 [道路維持課]

［実施内容］

①ジオサイト(地質や植生等の見所)の解

説板や案内板の整備

②展望施設、トイレ等のジオサイト周辺

施設の整備

③隠岐地域特有の生態系や希少動植物を

調査 【新規】

④隠岐ジオパーク推進協議会による世界

認定申請手続き、ガイド養成、広報等

を支援

［スケジュール］

・世界ジオパークネットワークの現地調

査:7月頃

・世界認定の可否:9月頃
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

119 海岸漂着ごみ対策事 63,000 ○県内各海岸の海岸漂着物対策を推進 環境生活部

業（国基金事業） ①海岸漂着物の回収・処理の実施 [廃棄物対策課]

②海岸漂着物回収済み海岸の経過調査等

120 産業廃棄物減量促進 240,956 ○産業廃棄物減量税を財源とし、産業廃棄 環境生活部

事業 物の発生抑制・再生利用等による減量化 [環境政策課]

の取組を促進 [廃棄物対策課]

農林水産部

１．再資源化への支援 [農林水産総

①循環資源利用促進施設整備事業 務課]

・産業廃棄物の減量化に係る投資を支援 商工労働部

助成率：1/3、1/2(上限額：2千万円) [産業振興課]

②資源循環型技術開発事業 教育委員会

・排出事業者の技術開発を支援 [義務教育課]

助成率：2/3(上限額：1千万円) [高校教育課]

・産業廃棄物を原料とした製品化の可能

性調査 【新規】

助成率：2/3(上限額：2百万円)

③資源循環型技術基礎研究事業

・産業廃棄物の発生抑制等の基礎研究

④バイオマス資源循環活用研究【新規】

・家畜糞尿、下水道汚泥等の循環活用の

研究

２．環境教育

①３Ｒ普及啓発事業

・ノー・レジ袋運動の推進

②地域連携による省エネ・３Ｒ活動支援

・市町村地球温暖化対策地域協議会の実

践活動費を助成

③環境教育総合支援事業 【新規】

・幼保・小・中学校と地域住民が連携し

て行う環境教育実践活動費を助成

３．不法投棄の防止と適正処理の推進

・不法投棄監視専門員の配置
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

121 宍道湖・中海 水環 14,025 ○連結汽水湖である宍道湖・中海の水質保 環境生活部

境保全・再生・賢明 全と資源の賢明利用を鳥取県と連携して [環境政策課]

利用推進事業 推進

①栄養塩循環システムモデル事業

・藻の湖外搬出と藻の産業利用に関する

調査・研究

②ラムサールネットワーク形成事業

・山陰両県による賢明利用リレートーク

③こどもたちの全国湿地交流事業

122 新規 宍道湖・中海の湖沼 20,000 ○宍道湖・中海の水質保全と資源の賢明利 環境生活部

環境特別調査事業 用のため、湖内環境の特別調査を実施 [環境政策課]

①中海流動把握検証事業

・湖水の流動が水質・底質に与える影響

を把握するための調査分析

②宍道湖・中海底質調査事業

・ヘドロの性質・分布、栄養塩の溶出量

等の湖底環境を把握するための調査分

析

123 地球温暖化対策事業 57,507 ○地球温暖化防止のため、ＣＯ2等の温室 環境生活部

効果ガスの削減効果がわかりやすい手法 [環境政策課]

により、県民や事業者の取組を推進

（No.120再掲)

①県民の取組支援

・家庭の消費エネルギー診断と削減アド

バイスを行う省エネ診断員を育成し派

遣

・環境家計簿や省エネ事例集等による普

及啓発

②事業者の取組支援

・事業所設備の省エネルギー化の診断・

指導を行うエコアドバイザーを育成し

派遣

・環境負荷軽減の取組を促進するエコア

クション21認証取得を支援
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

124 新規 島根県再生可能エネ 181,676 ○小水力、太陽光、木質バイオマスなどの 地域振興部

ルギー利活用総合推 再生可能エネルギーについて県内での利 [土地資源対

Ａ 進事業 活用を推進 策課]

①地域貢献型エネルギー創出支援

・市町村による多様なエネルギー導入

の検討、計画策定費等を助成

・助成率：1/2

②太陽光発電等導入支援

・住宅用太陽光発電等の補助

・住宅用太陽光発電 10千円／kW、

上限4kW

・その他 助成率1/3

上限200千円

③普及啓発、調査研究

・アドバイザー派遣、研修会開催等

・産学官連携によるバイオマス研究、

マイクロ小水力研究の実施

④再生可能エネルギー導入適地調査

・小水力・地熱発電の適地調査
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Ⅳ その他
(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

125 竹島領土権確立対策 14,510 ○「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏ま 総 務 部

事業 え、問題解決に向けた国民世論の喚起を [総 務 課]

促す取組を実施

・竹島問題研究会による専門調査研究と

情報発信

・竹島の日記念行事の実施や啓発パンフ

レットの作成など広報啓発活動の実施

・竹島資料室による資料収集、展示

○国に対し設置を要望する広報啓発施設に

関する調査、検討

・隠岐の島などの国境離島が果たす役割

を国民に広報啓発する施設のあり方に

ついて、調査、検討

126 総務事務集中化推進 616,005 ○行政の効率化・スリム化を図るため、内 総 務 部

費 部管理事務改革（情報システム及び外部 [人 事 課]

委託等を活用した事務の集中処理化、一 [総務事務セ

元化）を実施 ンター]

［具体的取組］

・集中処理化

給与・服務・福利厚生事務

嘱託・臨時職員関係事務

経理事務、旅費事務等

・一元化

自動車管理事務、庁舎管理事務

職員宿舎管理事務、情報システム管

理事務

[費用対効果]

H26年度以降の単年度ベースで年間約

６～８億円を想定
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

127 Ｂ 住民生活に光をそそ 304,869 ○住民生活におけるきめ細かなニーズに対

Ｃ ぐ交付金事業 応するため、消費者行政、ＤＶ対策等の

Ｄ （国基金事業） 弱者対策、知の地域づくりの事業を実施

①地方消費者行政の推進

・消費者問題の普及啓発のためのマニュ ［環境生活総務課］

アル作成やイベントの開催

②弱者対策・自立支援

・小学校に子どもと親の相談員を配置し ［義務教育課］

様々な悩みに対する相談体制を充実

(No.94再掲）

・小学校に非常勤講師を配置し通常の学 ［義務教育課］

級に通う発達障がいのある児童を支援

(No.95再掲）

・特別支援学校に就労コーディネーター ［特別支援教育室］

を配置し生徒の就業を支援 【新規】

・福祉施設と農業分野との連携により、 ［障がい福祉課］

障がい者の農業就労を促進

(No.61再掲）【新規】

・困難を有する子ども・若者に対する地 ［青少年家庭課］

域の取組を支援（No.96再掲）

・中高生向けのデートＤＶ予防教育プロ ［青少年家庭課］

グラムの作成（No.114再掲） 【新規】

・在住外国人を支援するため生活相談員 ［文化国際課］

を配置

③知の地域づくりの推進

・特別支援学校や県立図書館に図書を購 ［特別支援教育室］

入し子どもの読書活動を推進 ［社会教育課］

(No.101再掲）

・ものづくり産業や農林水産業を支える ［農林水産総務課］

技術開発（No.12再掲） 【一部新規】 ［産業振興課］

128 県営住宅家賃の算定 380,095 ○県営住宅の家賃算定における住戸占用面 土 木 部

誤りによる返還 積等に誤りがあったため、過大徴収した [建築住宅課]

家賃等について返還

・過大家賃返還額 267百万円

・返還利息 113百万円
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Ⅴ （参考）平成２４年度ふるさと島根寄附金（ふるさと納税）活用事業

平成２０年度に導入された「ふるさと納税」について、平成２３年中に約３４０万円の寄附が

あり、この寄附金を活用した事業を下表のとおり実施

(単位:千円)

全体 寄附金
新規 寄附メニュー 事業名 事業概要 部局名

事業費 充当額

産業の振興 島根県観光ガイド 観光ガイドマップ「しまねパ 3,990 140 商工労働部

マップの作成 ーフェクトガイドマップ」の

作成

・作成部数 10万部

・配布先 観光･宿泊施設等

※パンフレットの増刷

○ 自然環境の保 自然公園施設の維 自然公園の利用者の安全及び 6,543 250 環境生活部

全 持・補修 利用促進を図るための維持保

守費

※龍頭八重滝県立自然公園滝

の上駐車場に案内看板設置

医療・福祉の がん情報提供強化 がんの一般的知識、闘病記等 620 310 健康福祉部

充実 事業（がん図書整 のがん関連図書を購入し、県

備事業) 立図書館に設置した「がん関

連図書コーナー」を充実

※図書購入費に充当（310冊）

○ 教育・文化の 石見銀山世界遺産 世界遺産登録から５年を迎え 15,500 570 教育委員会

振興 登録記念事業 る石見銀山遺跡について、普

及理解を進めるため各種記念

事業を実施

※黄金博物館との交流展示

○ 子どもの読書 読みメン育成プロ 未就学児対策事業（読みメン 11,936 1,000 教育委員会

活動の促進 ジェクト 育成プロジェクト）として、「父

親による親子読書（読み聞か

せ）」を啓発

※啓発リーフレットの作成

県内３箇所で読書活動の普及 600 20

しまね子ども読書 啓発のための催し「しまね子

フェスティバル ども読書フェスティバル」を

開催

※フェスティバル開催経費
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(単位:千円)

全体 寄附金

新規 寄附メニュー 事業名 事業概要 部局名

事業費 充当額

竹島の領土権 竹島の領土権の確 「竹島問題啓発パンフレット 3,255 710 総 務 部

確立 立に関する事業 （仮称）」、「竹島問題に関する

調査研究報告書平成23年度」

を作成・配布

※報告書作成費に充当

森林の保全及 水と緑の森づくり 公共施設等での県産材を活用 40,012 60 農林水産部

び整備 事業（みーもの森 した木製ベンチ設置等に要す

づくり事業） る経費を助成

防災対策の推 建築物等地震対策 住民の防災力強化を目的とし 800 380 総 務 部

進 促進事業 て、自主防災組織の育成と活

動促進を図る地域リーダー向

け防災研修を実施

※防災研修費に充当

合 計 3,440
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（単位：百万円、％）

H23当初予算 H24当初予算 増　減 伸　率

(A) (B) (C)＝(B)-(A) (C)/(A)

１　補助公共事業費 53,568 52,625 ▲ 943 ▲1.8%

土　木　部 42,063 40,165 ▲ 1,898 ▲4.5%

農林水産部 11,505 12,460 955 8.3%

２　県単独公共事業費 12,921 12,923 2 0.0%

土　木　部 9,414 9,733 319 3.4%

農林水産部 3,507 3,190 ▲ 317 ▲9.0%

３　国直轄事業負担金 7,114 7,905 791 11.1%

土　木　部 6,396 7,381 985 15.4%

農林水産部 718 524 ▲ 194 ▲27.0%

４　維持修繕費 9,556 9,862 306 3.2%

土　木　部 9,523 9,829 306 3.2%

農林水産部 33 33 0 0.0%

５　受託事業費 1,261 814 ▲ 447 ▲35.4%

土　木　部 1,097 743 ▲ 354 ▲32.3%

農林水産部 164 71 ▲ 93 ▲56.7%

６　災害復旧事業費 5,732 6,034 302 5.3%

土　木　部 3,786 4,016 230 6.1%

農林水産部 1,946 2,018 72 3.7%

合　　計 90,152 90,163 11 0.0%

土　木　部 72,279 71,867 ▲ 412 ▲0.6%

農林水産部 17,873 18,296 423 2.4%

(注) 本表は、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計及び県営住宅特別会計）

　 　を対象としている。

公 共 事 業 の 概 要

事業区分
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主要公共事業
（Ⅰ 活力あるしまね）

（１．自然が育む資源を生かした産業の振興）
(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

１ 売れる農林水産品・ 7,201,175 ○島根の特色を活かした農林水産品・加工 農林水産部

加工品づくり 品づくりを促進するために、それを下支

えする農林水産業の基盤整備を促進

［県事業等］

①用排水施設等整備事業 442百万円

・かんがい排水事業

②一般農道等整備事業 1,198百万円

・一般農道整備事業

・基幹農道整備事業

・ふるさと農道事業

・農道保全事業

③林道事業 1,714百万円

・県・市町村林道事業

・広域基幹林道事業

④漁港漁場整備事業 2,491百万円

・漁港整備事業

・漁場等整備事業

２ 農林水産業の担い手 1,249,319 〇農林水産業の担い手である生産者の経営 農林水産部

の確保・育成 安定に資するために基盤整備を促進

［県事業］

・経営体育成基盤整備事業1,105百万円
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（Ⅰ 活力あるしまね）
（６．産業基盤の維持・整備）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

３ 高速道路網の整備 6,669,937 ○高速道路や、高速道路へつながるアクセ 土 木 部

ス道路の整備を促進し、産業活動や地域

間交流を支える高速道路網の形成を促進

［国直轄事業負担金］

①尾道松江線 730百万円

②山陰自動車道 2,617百万円

・出雲湖陵道路 ・湖陵多伎道路

・多伎朝山道路 ・朝山大田道路

・大田静間道路 ・静間仁摩道路

・仁摩温泉津道路・浜田三隅道路

・三隅益田道路

［県事業］

・アクセス道路の整備 3,323百万円

４ 空港・港湾の維持・ 2,100,872 〇物流や人の交流を支える空港や重要港湾 土 木 部

整備 等の機能維持向上や整備を促進

［県事業］

①空港機能保持事業 129百万円

・出雲縁結び空港 ・萩・石見空港

・隠岐空港

②港湾整備事業 1,525百万円

・松江港 ・河下港 ・浜田港

・西郷港等

［国直轄事業負担金］

・浜田港
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（Ⅱ 安心して暮らせるしまね）
（１．安全対策の推進）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

５ Ａ 災害に強い県土づく 26,499,194 ○治山治水対策、土石流対策、地すべり防 土 木 部

り 止対策等により県土を整備し、自然災害 農林水産部

による県民生活、財産等への被害を未然

に防止

［県事業］

①土砂災害対策事業 5,957百万円

・砂防事業 ・地すべり対策事業

・急傾斜地崩壊対策事業等

（事業内容）

老人ホーム等の要援護者施設対策等

②河川改修事業、ダム事業等

10,097百万円

・中小河川改修事業 ・ダム事業

・河川維持管理事業

③海岸事業 303百万円

・海岸浸食対策事業

・海岸維持管理事業

④道路防災対策事業 4,610百万円

・防災事業 ・冬道バリアフリー

・橋梁補修（耐震）

⑤地すべり対策事業 845百万円

⑥治山事業 2,102百万円

［国直轄事業負担金］

・斐伊川放水路 ・大橋川改修等
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（Ⅱ 安心して暮らせるしまね）
（５．生活基盤の維持・確保）

(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

６ 道路網の整備と維持 29,954,307 ○効率的・計画的な道路網の整備や維持管 土 木 部

管理 理により、県民生活や産業経済活動の円 農林水産部

滑化を促進

［県事業］

①幹線道路網整備事業 13,338百万円

②都市計画街路事業 3,665百万円

③生活道路整備事業 4,770百万円

④安全な歩行・走行のための道路

整備事業 3,249百万円

⑤道路維持管理充実事業 4,911百万円

７ 都市・農山漁村空間 1,387,615 ○適切な土地利用や計画的な市街地の整備 土 木 部

の保全・整備 とともに、農村地域の定住条件の整備に 農林水産部

より、豊かな地域資源を活かした特色あ

る農山漁村空間づくりを推進

［県事業］

①都市公園整備事業 270百万円

②電線類地中化事業 222百万円

③中山間地域総合整備事業 895百万円

８ 居住環境づくり 2,505,858 ○下水道の汚水処理施設等や良質な住宅の 土 木 部

整備等を促進し、県民の快適な生活環境 農林水産部

の向上を促進

［県事業等］

①宍道湖流域下水道整備事業

1,222百万円

②県営住宅整備事業 809百万円

③地域優良賃貸住宅整備支援事業

96百万円

④農業集落排水事業 149百万円

⑤漁村環境整備事業 229百万円
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(単位:千円)

NO 分類 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

９ Ｂ 公共土木施設の長寿 2,365,998 ○老朽化が進む公共土木施設について、管 土 木 部

命化対策 理や修繕等を計画的に実施することによ 農林水産部

り、施設の安全性や信頼性を確保すると

ともに、今後の修繕や更新等に係るコス

トを縮減

［県事業］

①橋梁 1,379百万円

②トンネル 211百万円

③道路法面 20百万円

④河川施設 44百万円

⑤港湾施設 160百万円

⑥下水道施設 33百万円

⑦地すべり対策施設 148百万円

⑧治山施設 284百万円

⑨漁港施設 86百万円
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